
Kekkaku Vol. 67, No. 11 739

第67回 総会特別講演

肺 と健 康 世 界 に お け る肺 疾 患 の 現 状

中 嶋 宏

世界保健機 関事務総長

受付　平成4年7月27日

The 67 th Annual Meeting Special Lecture

THE GLOBAL SITUATION IN LUNG HEALTH 

 Hiroshi NAKAJIMA, M. D., Ph. D.

Director—General of the World Health Organization

(Received for publication July 27, 1992)

Key words: Association of tuberculosis with 

HIV infection, Global tuberculosis problems, 

Lung health problems, New tuberculosis 

control strategy, WHO Global Tuberculosis 

Programme

キ ー ワー ズ:結 核 とHIV感 染の関連,世 界的結核

問題,肺 の健康 問題,新 しい結核管 理戦 略,WHO

の世界的結核対策事業

御列席 の皆様,第67回 日本結核病学会 にお招 き戴 き,

世 界保健 機 関事務 総長 と して,「 世界 にお ける肺疾患の

現 状」,とりわ け結核対策 に関す るWHOの 戦略 につ き,

御講演 申 し上 げます ことは,私 の慶 びといたす ところで

ございます。 まず は御招待戴 きま した御礼を申 し上 げま

す とともに,大 会長をおっ とめにな られた島根医科大学

の斎藤教授 をは じめ,準 備 にあた られ ま した関係の皆様

の こ労苦 に対 しま して深甚な る敬意を表す るものであ り

ます。

皆様 の 日本結 核病 学会 は今年で67年 の歴史を迎え ら

れ たので ございますが,こ の間,先 進諸国 において は,

結核の有病率,発 生率,死 亡率のいずれを取 ってみ まし

て も,結 核対策の劇的進歩が みられたわ けであ ります。

特 に西欧な らび にアメ リカ合衆国にお きまして は,こ の

よ うな成 果 は,1950年 代 以前 に おいて は急速な社会 ・

経済的発展 に起因 した ものであ りました。 さらに,1950

年代以降,す べての先進諸国 にみ られた結核の減少 は極

めて急激な ものであ り,こ れは,と りわけ,化 学療法 を

主体 と した効果的な結 核対策 によ るものであ りま した。

結核の流行な らびに患者の発生 におけ るこのよ うな激

減 により,た とえば 日本を例 に とります と,国 家 の医療

費全体 に占め る結核治療 のための経費 の割合 が著 しく減

少 したばか りでな く,企 業,と りわけ大企業 においては,

労働者の結核 による欠勤 や入院の減少 を もた らしま した。

そ の結果,生 産 性 は向上 し,急 激 なGNPす なわち国

民総生産の上昇がみ られたわけであ ります。 そ して,こ

の よ うなGNPの 増大 は,二 次 的 に保健分野 へ配分 さ

れ る政府 予算 の増加 を もた らし,保 健 サー ビスな らびに

社 会福 祉が国内的に改善 される道 を開いたのです。 そ し

て,国 民 の健康状態 も向上 し,健 康 と経済発展 とがと も

に上昇 す るとい う時代 を迎 えたのであ ります。

このよ うな輝 か しい成功 の足跡 を背景 に,結 核病対策

に関連 す る皆様 の活動範 囲は,喘 息,肺 がん,慢 性閉塞

性(閉 鎖 性)肺 疾患 な どを含 む,「肺 の健康」 とい う領

*From the World Health Organization, 20 Avenue Appia, 1211 Geneva 27 Switzerland.
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域へ と次第 に拡大移行 しは じめたわ けで あります。 しか

しなが ら,そ う して いるうちに,多 くの先進国 にお いて

は,結 核発生 の減少傾向 は停止 し,結 核 の再燃 さえ も懸

念 され るよ うになって きたわけで あ ります。

このような憂慮すべ き事態 につ いて 申 し上 げます前 に,

ここで肺 の健康 を脅かす幾つか の間題 につ いて概略を 申

し上 げたいと存 じます。す なわちこれ らには,環 境の劣

悪化 あるいは喫煙 などが深 く関連す ると思 われ る喘息,

がん,子 ど もの急性呼吸器疾患 などが あげ られ ます。 そ

して これ らの課題 は世界 の人 々の健康 にとって極 めて広

範 で重要 な位置 を占めているので あ ります。

まず喘息 につ いて 申 し上 げますが,世 界中で1億6000

万人 の患者が あると推定 され,例 えばアメ リカ合衆国 の

場合 では,総 人 口の4%が 本疾患 にかか って いるとの推

計 が ございます。 このよ うな喘息患者が生活 に支障 をき

たす 日数 は年間延べ数百万 日を超 え,か か る治療経費 は

年額数十億 ドルにのぼるとの試算 が ございます。

また排 気 口の ない状態 で20億 人 の人 々が調理や暖房

のために,木 材 や石炭 を燃焼 させ ているといわれてお り

ます。 これによる室 内空気 の汚染 は,重 篤 な小児 の急性

呼吸器疾患 および成人 の慢性閉塞性(閉 鎖性)肺 疾患 の

発生率 の増加 をまねいてお ります。 さ らに先進諸国 にお

いて は,塵,紫 煙,(住 宅)建 材,家 具,お よび化学物

質 による室 内空気 の汚染 が,人 々の肺 の健康 をきわめて

深刻 に蝕 んでいるのであ ります。工業 的大気汚染 は依然

として十分 に規制 されている とは言 いがたい状況 にあ り

ます。 また,大 気 への工業排気 の放 出を コン トロールす

るための措置 は経費 がかかる とい う理 由か ら実施 されな

い こともしば しばであ ります。 われわれを とりま く空気

中におけ る毒性物質 あ るいは有害物質 の濃度 が上昇 する

中で,放 射線物質 によ る汚染 への危惧 も近年 とみに高 ま

って参 りま した。

さて喫煙習慣 についてであ りますが,こ れは,毎 年少

な くとも300万 人 の死亡原 因 と何 らかの関係 があ ると言

われてお ります。 そ して この喫煙 習慣 とい うのは,現 在

の ところ,死 亡 や非健康状態 を きたす原 因のなかで,最

も予 防可能 な原因であ る,と 認識 されてい るのであ りま

す。 タバ コの消費 を抑制 す るための施策 は,従 来 か らの

保健事業 のそれ とは きわめて異 な った様相 を呈 す るもの

で あ りま す。 す な わ ち,わ れ わ れWHOの 展 開す る

「喫煙 か健 康か(タ バ コ ・オ ワ ・ヘルス)」 とい う事業

戦略 は,人 々が 自分 自身の健康 について正 しい決 断をす

るこ とを助 け るとい うものであ ります。 この事 業 の成

否 は,実 に この点 にかか ってい るといえ るのであ りま

す。

WHOは,人 々が タバ コ依存性 と戦 い,ま た一方各 国

政府が タバ コに よる税収入 の甘受 か ら脱却 を助 け るため

に必要 とされ る,明 確な政 治的決 断が下 され るよ う,各

国政府な らびに種々の非政府団体 お よび他 の国際機 関 と

の相互協力を強化致 してお ります。国際機 関は これ らの

行動を支援す ることはで きますが,実 際に タバ コの蔓延

状態 に歯止あをか けることは,当 然の ことなが ら,各 当

該政府の責任 においてな され ることであ ります。 しか し

なが ら,こ の ような政治的な らびに経済 的論議 の的にな

るような事項 に関 して は,各 国が独 自の行動 を取 るよ り,

む しろ,国 際的な場で行われた共同決議 にたい して歩調

を合わせ るとい う方法で対処す る方が,時 として はや り

やす いことが経験的 に知 られてお ります。

さて最新の報告 によります と,年 間 に開発途上 国にお

いて5歳 以下 で死 亡す る子 どもの数 は1300万 人にのぼ

ると推定 されてお ります。その主要な死亡原因 は,急 性

呼吸器感染症,周 産期な らび に新生児期疾患,下 痢性疾

患,ワ クチ ンによる予防可能な感染症な ど,予 防 し得 る

疾患 によるものが大半を 占めてお ります。なかで もこれ

らの子 どもたちの死亡の3分 の1,す なわち430万 人 は,

急性 の呼吸器感染症,主 と して肺炎 によるものであ りま

す。 したが って,WHOが 展開 して いる急性呼吸器感 染

症対策事業で は,子 どもの肺炎 による死亡率を低下 させ

る ことに主 眼 をお いてお り,さ らに,西 暦2000年 まで

に子 ど もの急性呼吸器感染症 による死亡を現在の3分 の

1に 減少 させ るという目標 を掲 げて鋭意努力 いた してお

ります。

WHOの 急性呼吸器感染症対策事業 にお いて特 に力を

注 いでお ります点 は,兆 候 な らびに症状の早期発見 簡

便 な診断,そ して抗生物質 を用 いた適切 な治療で ありま

す。 さ らに本事業 において は,で きるだ け多 くの人々が

治療 を受 けるための施設 に行 けるようその アクセスを改

善 する こと,一 方,両 親 たちに も知識 をあたえ,子 ども

が肺炎 を示唆す るよ うな兆候 を示 した場合,い ち早 く治

療 を受 けるために行動す る ことなどもその目標 と して掲

げてお ります。 ジフテ リア,麻 疹,百 日咳 の発 症 を予

防す るための予 防接種 はす でに実施 に移 されてお ります

が,こ とに幼 い子 ど もたちに発症す る肺炎 の中で,比 較

的頻度 の高 い原 因菌 に対す るワクチ ンも現在開発中で あ

ります。 さ らに間接的 には,栄 養不良や 出生時 における

低体重 とい った主要 な リスク ・フ ァクターに関 して取 り

組 む ことによ り,包 括 的な意味 で肺炎 の発生率 を減少す

る ことがで きる と考 えてお ります。

以上述 べま したよ うな治療 な らびに予防 に関す る方策

は,地 域社会 の集 中的な参加 を要す る ものであ り,プ ラ

イマ リ・ヘルス ・ケアの一環 と して努力が傾 け られ るマべ

きもの と考 えます。

さて,そ れでは次 に,本 日の皆様 の大会 の主題で あ り

ます結核 について申 し上 げたい と存 じます。地球規模 に

お け るその重要 性 に もかかわ らず,過 去10年 あるいは

20年 間 にお いて結 核 は,軽 視 されてきたと言 って も過

―36―



1992　 年11　 月 741

Table The Global Toll of Tuberculosis

言で はあ りません。 しか しなが らここ数年の間 に,状 況

は劇的 に変化致 しま した。今や結核 は,国 際保健分野 に

おいて最 も関心 を集 める課題であ り,WHOに お きまし

て も結核対策事業 は,最 優先課題の一つ と して位置付 け

られて おります。 それで は何故,結 核が再 びこの ような

大 きな注 目をひ くようになったのか につ いて,申 し上 げ

たいと存 じます。

第1に は,結 核問題の世界的 な重要性 と拡大規模が近

年,明 確 になったということで あります。

Tableに お示 し しま した よ うに,WHOの 最新の推

計 に よ ります と,17億 人,す なわ ち地球上の3人 に1

人 は結 核菌(tubercle bacillus)に 感染 して いると考

え られて お ります。幸 いなことには,こ れ らの感染者の

うち,5%あ るいは多 くて も10%の 人 々が結核を発症

す るにとどまって お りますが,い っの時点を とってみ ま

して も,結 核 に煩 わされてい る人 々は2000万 人 を超 え

ると言われてお ります。毎年800万 の結核 の新患者 が発

生 し,年 間の死亡者数 は300万 人 に上 ってお ります。 し

たが って,結 核 は,単 一 の感染性病原微生物 による もの

として は最 大の死亡原 因 とな ってい ると考 え られます。

報告 され るこれ ら結核患者 および結 核による死亡例 の

大部分 は,開 発途上 国においてみ られてお ります。 さ ら

にその80%以 上 は,経 済的生産 高の高い年齢層,す な

わち15歳 か ら60歳 の人口層に分布 してい るわけで ござ

います。 この年齢層におけ る,防 止 しうる死亡 のなかで,

結核 はその4分 の1を 占めてお り,開 発途上 国に とって

社会的荷重であ るばか りでな く,重 大 な経済 的損失 とし

て大 きくの しかか ってい るわ けであ ります。 さ らにア フ

リカの熱帯地域 において は,結 核発生 の報 告例 が非常 な

勢 いで増加の一途をた どってお り,こ れ はHIV感 染 と

の関連 によるものであ ります。 この点 につ きま しては,

Fig. 1 Annual Tuberculosis Notification Rates (all forms) in Selected 
Western European Countries, 1974-91
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Fig. 2 Annual Notifications of Tuberculosis (All Cases), 
Japan, 1974-1989

Fig. 3 Observed and Expected Tuberculosis Cases, 

United States, 1980-1990

あ とで もう少 し詳 しく言及 したい と思い ます。経済破綻

による困窮や,自 然災害あ るい は人災に よる貧困や低水

準の生活条件等の困難 に直面 して いる,幾 つかの開発途

上国 にお きま して も,結 核の発生率の上昇が報告 されて

お ります。

一方,先 進諸国 にお きまして も結核 はや はり今で も,

最 も共通 にみ られ る感染症のひ とつであ ります。結核患

者 は主 と して高齢者,移 民,ま た季節労働者の ように定

住 しな い一時的労働者 にみ られてお ります。

Fig.1に お示 しいた しま した ように,近 年 において

は,結 核の発生の減少傾向が停止 し,た とえば,イ ギ リ

スの イングラン ドお よび ウェール ズ,オ ランダ,ス ウェ

ーデ ン,イ タ リア,ノ ル ウェーお よび フランスにお きま

して は,逆 に上昇傾向 にあ るといえ ます。

日本 にお きま して も結核患者の発生率 はもはや減少傾

向 に はあ りませ ん(Fig.2)。 そればか りか,喀 痰陽性

例 の報 告が最近増加 し始 あた と聞き及 んでお ります。 な

ぜ ヨー ロッパ諸 国な らびに 日本 において結核 の減少傾 向

が停滞 し,む しろ患者数 が増加 する とい う結核 の再燃傾

向にあ るのかは,い まの ところ明 らかではあ りません。

もしこれ らの国々において,結 核対策 あるいは結核撲滅

計画を進 め る場合 には,こ のよ うな現況 を注意深 く分析

す ることが不可欠 であ ると考 え られます。

さて 第2の 理 由で あ りますが,こ れは,HIV感 染 と

結核 との相互 関係 が明 らかにされるや否 や,結 核 問題 は

大 きな 注 目 を浴 び るよ うにな った とい うことであ りま

す。

アメ リカに お きま して は,Fig.3に もお示 し致 しま

した ように,症 例報告数 は1985年 の約2万2000例 か ら

1990年 の約2万6000例 と増加 してお ります。 これは,

5年 間 に16%の 増加 とい うことにな ります。 この増加
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Fig. 4 Estimated Global Distribution of Adults Who Have Been Infected 
with HIV and Tuberculosis (1/1992)

Fig. 5 Annual Tuberculosis Notification Rates 
in Selected African Countries (All Cases), 
1983-1990

は,主 と してHIV感 染 の結果 と して もたらされた もの

で あります。

Fig.4に お示 し致 しま した よ うに,WHOの 最新の

資料 によります と,結 核菌 とHIVと に二 重感 染 してい

る人 は世 界 中で1992年 現在400万 人を超えてお りまし

て,そ の78%は,ア フ リカの熱帯 地域 に集中 してお り

ます。

マ ラウイや ウガンダを はじめ とす るHIV感 染 が広範

にわた って い るア フ リカ諸 国 にお き まして は,Fig .5

にお示 しいた しましたよ うに,結 核の報告症例数 は4～

5年 前に比 べ ます と,実 に2倍 の値 にまでのぼ ってお り

ます。 ご承知 のよ うにHIV感 染 はア ジア地域 におきま

して急速 に拡大 し始 めてお ります ことか ら,近 い将来,

それに伴 って結核 の発生 が劇 的に増加 す るのではないか

との懸念 が高ま って きてお ります。
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さて第3の 理 由であ りますが,こ れは,近 年 における

分子生物学 な らびに免疫学 の進歩 によ り,結 核 の診 断,

治療 および予 防に関す る新技術 開発 の可能性 が もた らさ

れた ことであ ります。 これは,従 来 の結核対策 にたずさ

わ って きた研 究者 に とって も,ま た これまでは直接 かか

わ って はいなか った研究 者に とって も魅 力あ る展 開であ

り,こ れによ って,長 く待ち望んでいた両者 の相互 交流

が はか られ る結果 とな りました。今後新たな技術 の開発

が なされ るな らば,結 核対策 もより容易 に,さ らに結核

のな くなる日も夢で はな くな るか も しれ ません。

第4番 目と して は,た とえ資源 の不十分な,困 難な状

況 にある国 々において も,結 核対策事業 は顕著 な効果を

もた らす,と い うことが実証 されて きた,と いうことで

あ ります。す なわち,結 核対策事業 は,社 会 ・経済的発

展 のための確実 な実践 の可能性 を秘 めた,最 も効率 の良

い,コ ス ト・エ フェクテ ィブな保健 医療面 における投資

事業 とな ることもできるのであ ります。

このよ うな事業 の成功 が もた らされたのは,WHO研

究協 力セ ンターによ って開発 された,短 期化学療法 の導

入と,治 療管理 システムの改善 に基 づ くものであ ります。

多 くの開発途 上国において は,通 院患者 を対象 とした従

来か らの長期にわた る化学 療法で は,患 者の半 数以上 が

治癒 しな い前 に治療を中断 して しまうのが現状であ りま

す。 この ような低い治癒率の現況で は,集 団 として結核

の感染を くい止 めることは不可能であ ります。 これ とは

対照的 に,マ ラウイ,モ ザ ンビーク,ニ カラグア,タ ン

ザ ニアといった諸国 において は,8ヵ 月間の短期化学療

法 の導入 により,結 核 の治癒率 は著 しく向上 いた しま し

た。 この治療 に供 され る医薬品 は効果 も強力で あり,一

方 患者一 人 当 た りの経費 は30米 ドルに収 まって お りま

す。最近,マ ラウイ,モ ザ ンビーク,な らびにタ ンザニ

アにおいて成功 した,こ の短期化学療法 による結核対策

事業 の コス ト・エ フェタテ ィブの程度 を解析す るための

実地 の調査研究 が行 われま した。 その結果,現 在可能 な

あ らゆる健康 への投資事業 のなかで,こ の方法 による結

核対策事業 は最 もコス ト・エ フェクテ ィブである との結

論 が導 かれたのであ ります。

現在の世 界 は,疫 学 的遷移 と称 され る疾病構造 の変革

期にあ りますが,そ の対 策のための最 も効 率の良 い技術

があ るにもかかわ らず,結 核が主要 な健康問題 として存

在 し続 けて いる事実 について は,WHOは 危惧を次第に

つ の らせて参 りま した。そ こでWHOは この ような憂

慮 を,21世 紀 まで に残 された最後の10年 間 において,

結核対策の ための新 たな公衆衛生行動の展開 によって解

決すべ く,戦 略 を開発 したので あります。

このWHOの 世 界 的戦 略 は,具 体的 に設定 した目標

を達成す るためのもので あ り,主 軸 となる活動 は以下 の

よ うに分類 され る国 々の実情 に応 じてそれぞれ明示 され

る ものであ ります。す なわ ち,

第1は 保健基盤 の整備状況が貧弱 な,低 所得の開発途

上国,

第2と しては,比 較的保健基礎が整備 されて いる中所

得 国,

そ して第3は,結 核 の発生率 の低 い先進諸国,で あり

ます。

第1の 主要 目標 は,治 療 を受 けている結核患者,と り

わ け喀痰陽性 者の治癒率 を高 めるよ う改善 を図 る ことで

あ ります。 そ の 目標 率は,開 発途上 国では85%,先 進

諸国 で は95%で あ ります。現在 まで十数 力国以上 にお

ける結核対策事業の経験によ ります と,標 準化学療法 と

して先 に述べた短期化学療法を導入 し,か っ治療管理 シ

ステムの改善を図 る,と いう2つ の側面 が同時に満足 さ

れ ることが必要で あることが実証 されてお ります。 整備

された保健 サー ビス ・システム,あ るいはマ ンパ ワーを

集約的 に要す る保健サ ー ビス ・システムの欠如 した多 く

の開発 途上 国 の現状 において は,こ れ らは治癒率85%

を達成す るための必須条項 といえま しょう。

治療管理 システムを改善す るための重要点 と して は,

抗結核薬 の安定供給 や治療結果 の正確 なコホー ト解析 も

挙 げ られます。 ことに後者 によ って,治 療施設 における

ヘルス ・ワーカーたちが,ど のよ うな治療活動 を実施 し

てい るかについてその良否 が明確 にされるのです。

WHOの 結核対策事業 の第2の 目標 は,治 癒率 の改善

とい う第1の 目標が達成 されてか らは じめて実 際には求

め られ るべ きものであ ります。 すなわち,少 な くとも地

方病院 レベル以下 までの保健サー ビス網 を利用 して,結

核対策サ ービスを拡大 し,症 例の検出,と りわけ,喀 痰

陽 性例の発見をより確実 にす るとい うものであります。地

方病院 レベル以下 の施設 にお ける顕微鏡 によ る検 査 は必

ず しも有効で はありません。それ は,主 として,結 核の

有病率 は,下 痢性疾患や肺炎の ような他の感染症 と異な

り,相 対的 に低 いためで あ ります。 また開発途上国 にお

いては一般 に住民 の保健施設へ のアクセスが不十分な こ

ともあ って,一 般的 に開発途上国 において住民1万 人を

カバーするよ うな典型的 なヘルス ・セ ンターで は,年 間

に結核菌 の喀痰 陽性例 を検 出す る頻度 は通常5例 以下で

あ ります。 このよ うな状況下 では,顕 微鏡 による喀痰検

査 の精度 を高 く保持 する ことは容易 ではあ りません。

一 方
,結 核サー ビスの普及率 を高 あるためには,提 供

す るサ ービスの質 が高い ものであ ることが肝要 であ りま

すが,そ の大 きな要因 として,治 癒率 の高 さがあげ られ

ます。 この ような治癒 率の高い結 核サー ビスが提供 され

るとなれば,ど んな辺鄙 な地域 に住んでい る患者 も,そ

れを受 けるため に保健施設へ とや って くることにな るわ

けであります。 たとえば,タ ンザニアの例 を とります と,
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すべての地方病院 にお ける高い治癒 率に支 え られて,結

核 サー ビス普 及率 は65%に も上 ってお ります。 さ らに

地 方病院で は,顕 微鏡 によ る直接検査,あ るいはス ク リ

ーニ ングのための胸部X線 撮影 によ って結核 の診 断が行

われてお ります。 さらに整 った保健 サー ビス施設 を備 え

た国々において は,よ り高いサー ビス普及率 への到達 が

期待 されま しょう。結 核サー ビス普及率 として暫定 的に

設 定 された 目標 は,交 通 ・運輸 ・通信施設 が整 っていな

い低 所得 国で は60～65%,比 較 的社会基盤 の整 った中

所 得国では85%で あ ります。

明 らかに,こ れ らの目標 は,こ のよ うな結核対策事業

に関連 するすべての構成員 が相互 に協力 して初 めて達成

され るものであ りま しょう。WHOの 各加盟国 はそれぞ

れ,国 家結核対策事業 の確立 と改善 についてイニシラテ

ィブを とるわけであ りますが,こ のよ うな国家 の努力 に

対 して,国 際機 関,二 国間援助機関,非 政府団体,医 学

会 な らびに科学者 たちがそれぞれ持 てる力 を出 し協力す

べ きであ ります。WHOは このよ うなパ ー トナーシ ップ

の幅広 い連携体制 を構築 し,今 後 も世界 における結核対

策事業全体 の指導 と調整 の任 にあたってい く覚悟で あ り

ます。

このよ うな世界 の結核対策事業 に関す る連携体制 にお

いては,日 本 の,と りわけ皆様 の日本結核病学会 の皆様

方が有意義 な役割 を担 って いただける ものと私 は確信す

る もので あ ります。 日本 の結核対策 における豊富 な経験

と施設 をは じあと した資源 をもって,開 発途上国 にお け

る結核対策 を支援す ることは,日 本が国際保健の領域 に

お いて指導的役割 を演 じ得 る分野で はないか と拝察 いた

します。 も しこのような役割 を担 って いただ けるといた

しますな らば,日 本 は結核対策 への支援 とと もに,自 国

の保健従事者 の訓練 な らびに政策 の策定強化 に重点的 に

取 り組 むべきか と思 います。 当然 のことなが ら,政 策 の

構築 に当た っては,質 の高 い研究 な らびに訓練活動 をも

含 んだ実効 のある国家結核対策 が不可欠で あります。 こ

のよ うな意味 で,世 界 の連携 の指導的 な一員 た らん とす

るな らば,自 国 の体制 を強化す る必要 があ りま しょう。

その意味 で先 日私 は,日 本政府 が皆様 の日本結核病学会

との連 携 の も とに,西 暦2000年 まで に現在 の結核患者

数 を半減す る とい う新 しい結核対策 のイニシアティブを

開始 された ことを うかが い,心 よ り御祝 い申 し上 げてお

ります。

私 は,こ の新 しい事業 の展開 は2つ の意味 にお いて将

来に向けて重要なステ ップで あると受 け止 めてお ります。

す なわち,第1に は,近 年 にお ける結核減少の減速傾向

と,過 去2年 間 における喀痰陽性例数 の上昇 に鑑み,結

核対策事業が再活性化 され る必要が あるという点で あり

ます。機 を逸 しますれば,お そ らく結核 の再燃 ならびに

多剤耐性 の結核 の著明 な蔓延を まね くことにもな りかね

ません。 その第2は,日 本 にお ける結核対策事業の再活

性化 は結核 にお ける研究 な らびに教育訓練を促進 し,ひ

いて は世界的 な結核対策事業 にお ける連携 において指導

的役割 を果 たす に必要な有能な保健専門家の育成へ とっ

なが るか らで あります。

皆様の ます ますの御発展を祈念申 し上 げ,ま た今後い

っそ うのWHOへ の御支援 ・御協力を御願い申 し上 げ,

本 日の講演を終わ らせて いただ きます。

御清聴あ りが とうございま した。
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